〔具体的な要求の解説〕

〔要　求〕

	１．任　用

（１）現在自治体で働く臨時・非常勤等職員の雇用を継続すること。

（２）現在自治体で働くすべての臨時・非常勤等職員の勤務実態、労働条件について明らかにするとともに、本来常勤職員が行うべき業務については、常勤職員を配置することとし、その際、現に業務を担う職員の常勤職員への移行を前提とし検討すること。

（３）会計年度任用職員は、フルタイムでの任用を基本とすること。

（４）会計年度任用職員の新規の任用にあたっては、選考採用（面接・書類選考等）とするとともに、再度の任用の上限を設けないこと。

（５）職名については、基本的に現行の名称を使用するものとし、業務の実態にあわせた設定とすること。


〔解　説〕

⑴　本来常勤職員が行うべき業務について、現在、臨時・非常勤等職員が担っている場合は、常勤職員としての職の配置・増員と、現に業務を担っている職員を常勤職員に移行することを求めます。
⑵　準職員については、正規職員と同様の業務を担っている状況から、正規職員への移行を求めます。
⑶　会計年度任用職員については、フルタイムと短時間では給付体系が大きく異なることから、フルタイム職員での任用を基本とします。現在、短時間勤務となっている臨時・非常勤等職員について、フルタイム職員に移行することを積極的に求めることとします。あわせて、共済および公務災害補償が適用され、退職手当の支給対象となるフルタイム職員への移行を避けることを目的とする勤務時間短縮の動きに警戒し、交渉・協議を進めます。
ア）新規の任用にあたっては、選考採用（面接・書類選考等）とし、これまでと同様の取り扱いとします。

イ）再度の任用に関しては総務省の事務処理マニュアルにおいて「任用の回数や年数が一定数に達していることのみを捉えて、一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義の観点から避けるべきもの」としていることから、現在、再度の任用に上限を設けている場合は、その撤廃を求めます。

ウ）職名については、「事務補助職員」、「○○専門職員」、「○○技能職員」、または「○○技術補助職員」など自治体の状況にあわせ設定します。

〔要　求〕

	

	２．給料（または報酬の基本額）

（１）会計年度任用職員の給料については職務内容に応じ均衡・権衡をはかることとし、類似する職務の常勤職員に適用される給料表を使用すること。

（２）会計年度任用職員の給料の決定にあたっては、初任給基準を行(一)１級13号とし、学歴・免許および職務経験等に基づく調整（前歴換算）を行うこと。その他の給料表が適用の場合は、それぞれの初任給基準を参考として決定すること。

（３）職務の級については、等級別基準職務表や在級期間表に基づき位置づけること。とくに選考採用者の行政職俸給表(一)における１級在級期間は９年とされていることも踏まえ、現行の職務経験も加えて決定すること。

（４）短時間の会計年度任用職員の報酬は、常勤職員やフルタイムの会計年度任用職員との均衡の観点から、基礎額（フルタイム職員の場合の給料額に相当）に手当相当額を加え、勤務の量（時間数）に応じて支給すること。

	


〔解　説〕

⑴　常勤職員との比較に基づく給与決定を求めます。
　給与に関する基本的考えは、国の非常勤職員の取り扱いに準じ、給付体系に関わりなく、支給される給与（給料・手当・報酬等）は常勤職員との職務内容を踏まえて均衡させることとし、基本賃金は、常勤職員と同一ルールでの運用（同一給料表の適用、職務経験等（前歴換算））をふまえた基本賃金決定を求めます。

ア）会計年度任用職員の給料（または報酬の基本額）の決定にあたっては、同一または類似の職の常勤職員と同一の給料表を適用します。類似の職が存在しない場合は、行政職給料表（「行政職俸給表(一)」相当、以下同じ）を適用します。

イ）給料額の決定にあたっては、常勤職員の初任給決定に準じて基準となる級・号給を定め、学歴・免許、職務経験等に基づき決定します。上記の要求項目では、初任給決定基準を行(一)１級13号としていますが、これは常勤職員の初任給（高卒）１級５号の８号上位としているものです（別の給料表適用の場合はその給料表の決定基準を考慮すること）。

ウ）常勤職員と同様に、職務経験等に基づき、必要な号給の調整を行います。前歴換算では、該当となる期間における月数を12月（60月まで）または18月（60月超）で除した数に４を乗じた数を、基準となる号給に加えることとされていますが、臨時・非常勤等職員として勤務した期間は、「直接役に立つと認められる職務に従事していた期間」であることから、60月（５年）を超える期間についてもフル換算として12月で除すことができることとされています。この点に留意の上、号給の調整を行います。

エ）なお、職務の級の決定にあたっては、任用が継続している場合は、在級期間および等級別基準職務表に掲げる各級の職務に応じ決定することとします。

　常勤職員と同様の業務を行う職員も見受けられることから３級以降の格付けについても具体的に検討します（等級別基準職務表の改正が必要な場合もあります）。

⑵　短時間の会計年度任用職員の賃金は、フルタイムの会計年度任用職員（給料および諸手当）と異なり、報酬と期末手当の支給とされていますが、賃金決定の考え方に違いがあるわけではありません。均衡の観点から、常勤職員およびフルタイムの会計年度任用職員と同一のルールで決定されなければなりません。
　具体的な報酬額は、フルタイム職員として勤務した場合の給料月額と地域手当などの手当を合計した額を基礎として、時間比例での支給とします。

〔要　求〕

	３．一時金

（１）期末手当は、最低でも、常勤職員の支給月数（現行2.6月）を支給すること。

（２）再度の任用の場合は、在職期間が継続しているものとして期末手当を支給すること。


〔解　説〕

⑴　任期が６ヵ月以上（年間通算）の、すべての会計年度任用職員に期末手当の支給を求めます。
⑵　期末手当は、常勤職員との権衡の観点から、現行2.6月の支給を最低限とするとともに、常勤職員との支給月の均等を基本に支給します。
　期末手当　　現行年間2.6月　６月期1.225月　12月期1.375月

※2018年８月10日に出された「2018年人事院報告、勧告」では、いずれも６ヵ月を基礎として支給していることを踏まえ、以下のとおり支給月数が均等になるよう配分することが示されました。

　期末手当　　年間2.6月　６月期1.3月　12月期1.3月

　再度の任用の場合は、在職期間が継続しているものとして期末手当を支給しますが、初めて任用された職員の６月期の支給については在職期間が３ヵ月未満であるため在職期間別割合30/100を乗じて算出します。なお、在職期間別割合の計算に週（月）当たり勤務日数を考慮する必要はありません。

⑶　短時間の会計年度任用職員の期末手当の支給に関しては、基礎額の決定についても、常勤職員およびフルタイムの会計年度任用職員と同様の考え方で算定し、時間比例で支給します。
⑷　既に期末手当2.6月の支給を達成済みの単組は勤勉手当の支給を求めます。
　国の非常勤職員に（今後）支給が想定されることから、とりわけ期末手当の2.6月支給を達成している自治体は、積極的に取り組みます。短時間の会計年度任用職員については（フルタイム会計年度任用職員との均衡の観点から）、期末手当の月数を増加させることを検討します。

〔要　求〕

	４．手　当

（１）手当については、常勤職員に支給される手当を支給すること。

（２）短時間の会計年度任用職員の報酬については、手当も含めた時間比例とすること。


〔解　説〕

⑴　常勤職員との均衡を基本に、少なくとも以下の手当は必ず支給するよう求めます。
ア）通勤手当（短時間勤務の職員は費用弁償）

　常勤職員と同一の基準（上限など）ただし、自動車等の使用により通勤する者で勤務日数が月平均10日を下回る場合は１/２

イ）地域手当

ウ）特地勤務手当、へき地手当

エ）特殊勤務手当（該当職種）、農林業普及指導手当

オ）災害派遣手当

カ）時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当

⑵　上記以外にも、寒冷地手当、扶養手当、住居手当、単身赴任手当の支給を求めます。
⑶　短時間の会計年度任用職員は、フルタイムとは給付体系が異なります。
　そのため、報酬の設定にあたっては、常勤職員やフルタイムの会計年度任用職員との均衡の観点から、報酬の基本額（※給料に相当する金額、法律用語ではありません）に手当に相当する金額を加えて支給することを求めます。

〔要　求〕

	５．退職手当

（１）要件を満たす会計年度任用職員に対して退職手当を支給すること。


〔解　説〕

⑴　支給要件（常時職員の勤務時間（７時間45分）以上勤務した日が18日以上ある月が、引き続いて６月を超えるに至った場合）を満たすフルタイムの会計年度任用職員に対しては確実に支給するよう求めます。
⑵　短時間勤務の会計年度任用職員については、退職手当の相当分を報酬または退職報償金として支給することをめざします。
〔要　求〕

	６．休暇制度

（１）常勤職員との権衡に基づき、次の休暇等を制度化すること。

　　　ア　年次有給休暇

　　　イ　産前産後休暇

　　　ウ　病気休暇

　　　エ　忌引き休暇

　　　オ　短期介護休暇

　　　カ　子の看護休暇

　　　キ　育児・介護休業（休暇）

　　　ク　生理休暇

　　　ケ　夏季休暇

　　　コ　結婚休暇

　　　サ　特別休暇


〔解　説〕

⑴　会計年度任用職員は常勤職員と同様に一般職の職員であることも踏まえ、休暇制度の整備に関しては、常勤職員と同じ休暇制度を適用させることを基本とします。
⑵　労働基準法に規定される休暇等および国の非常勤職員に設けられている休暇については、最低限制度化することが必要です。
ア）労働基準法に規定する休暇等

・年次有給休暇（第39条）

・産前産後休業（第65条）

・育児時間（第67条）

・生理休暇（第68条）

イ）育児・介護休業法

　勤務期間等の条件を満たす会計年度任用職員にも適用

・地方公務員に関する介護休業（介護休暇、第61条）

・短期の介護休暇（同条）

・子の看護休暇　（同条）

・所定外労働の免除の義務化、時間外労働の制限および深夜労働の制限

ウ）地方公務員育児休業法

　勤務期間等の条件を満たす会計年度任用職員にも適用

・育児休業

・部分休業

エ）国の非常勤職員に設けられている休暇

ⅰ）有給の休暇

　年次休暇、公民権の行使、官公署への出頭、災害、

　災害等による出勤困難・退勤途上危険回避、親族の死亡

ⅱ）無給の休暇

　産前・産後、保育時間、子の看護、短期の介護、介護、

　生理日の就業困難、負傷又は疾病、骨髄移植

⑶　上記休暇のうち、無給の休暇についても、常勤職員との均衡の観点から、有給での休暇とすることを求めます。
⑷　夏季休暇、結婚休暇さらにはリフレッシュ休暇等に関しても常勤職員との均衡を求めます。
⑸　地方公務員育児休業法および育児・介護休業法の改正（2010年６月および2011年４月）により、現在、一定の条件を満たす非常勤職員にもこれらの法律が適用されることとなりましたが、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には適用されません。「2014年通知」においても、各法令に基づく適用要件に則った適切な対応が求められるとしており、会計年度任用職員制度の導入までの間は、自治体の条例・要綱により制度導入することとします。
〔要　求〕

	７．社会保険の適用等

（１）要件を満たす会年度任用職員について、共済、社会保険および労働保険の加入を確実に行うこと。

（２）すべての会計年度任用職員に健康診断を受けさせること。

（３）日常的な安全衛生活動の対象とすること。

（４）業務上必要となる研修を実施すること。

（５）常勤職員との均衡の観点から厚生福利を適用させること。


〔解　説〕

⑴　その他の勤務条件として、下記について求める必要があります。
ア）共済、社会保険および労働保険の適用

ⅰ）地方公務員共済制度、公務災害補償制度

　地方公務員等共済組合法および地方公務員災害補償法に基づく地方公務員災害補償基金が行う災害補償については、常時職員の勤務時間以上勤務した日が18日以上ある月が、引き続いて12月を超えるに至った日以後引き続き勤務する者は適用されます。

　要件に該当する会計年度任用職員について、確実な加入を求めます。これらの法令等を適用しないために空白期間を設けることは改正法の趣旨に沿わないとされていることに十分留意する必要があります。（→2018年３月27日総務省公務員部発出事務連絡「会計年度任用職員制度の導入等に係る地方公務員共済、公務災害補償及び退職手当の取扱いについて」も参照のこと）

ⅱ）厚生年金保険及び健康保険

　上記ⅰに該当しないフルタイムの会計年度任用職員については、厚生年金保険および健康保険が適用されます。

　短時間の会計年度任用職員に係る社会保険の適用については、

・　週の所定労働時間が20時間以上であること

・　賃金の月額が8.8万円以上であること

・　雇用期間が１年以上見込まれること

・　学生でないこと

の４要件をすべて満たす短時間労働者については、すべての自治体において、厚生年金保険および健康保険の適用対象となります。

　なお、厚生年金保険および健康保険の被保険者資格については、「有期の雇用契約又は任用が１日ないし数日の間を空けて再度行われる場合においても、雇用契約又は任用の終了時にあらかじめ、事業主と被保険者との間で次の雇用契約又は任用の予定が明らかであるような事実が認められるなど、事実上の使用関係が中断することなく存続していると、就労の実態に照らして判断される場合には、被保険者資格を喪失させることなく取り扱う必要」（平成26年１月17日付厚生労働省通知「厚生年金保険及び健康保険の被保険者資格に係る雇用契約又は任用が数日空けて再度行われる場合の取扱いについて」）があるとされています。

ⅲ）災害補償

　フルタイムの会計年度任用職員で12月までの任用の者および短時間勤務の会計年度任用職員は、労働者災害補償保険制度等により補償対象となる者（労働基準法別表第１に掲げる事業に従事する者等）を除き、各自治体が定める「議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例」により補償されることとなります。

　なお、自治体が定める条例は労働災害補償との均衡が求められることは言うまでもありません。

ⅳ）雇用保険

　雇用保険については、以下の３つの要件を満たした場合、事業主は労働者の雇用保険加入手続きを行わなければなりません。

・　１週間の所定労働時間が20時間以上であること

・　31日以上継続して雇用される見込みであること

・　雇用保険の適用事業所に雇用されていること

　なお、職員の退職手当に関する条例の適用を受けるに至った場合には、適用を受けるに至ったときから被保険者としないこととなります。

イ）労働安全衛生法に基づく健康診断

　国の非常勤職員については、その勤務時間数が常勤職員の１週間の勤務時間数の２分の１以上であり、６月以上継続勤務している場合は、健康診断およびストレスチェックの実施が義務づけられ、６月以上の任期が定められている者が６月以上継続勤務していない場合であっても、健康診断の実施が努力義務とされています。

ウ）研修および厚生福利

　会計年度任用職員については地方公務員法上の研修や厚生福利に関する規定が適用されることから、会計年度任用職員の従事する業務の内容や業務に伴う責任の程度に応じて、同様の対応が必要となります。
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